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b)　この相続制度の特異な点は、尊属に家族固有財産の相続権がないことで、












Paterna paternis, materna maternis≫（父の財産は父系相続人に、母の財産は母
系相続人に）と言った。また≪ Fente entre deux lignes≫（二つの家系を溝で
分ける）とも言ったが、たとえば全財産が父のものであったならば、全財産
は父方に行き、母方にはなにも入らなかったから、この溝が大きな不均衡を
生じたことが分かる。エイゼビオ・ド・ローリエール（Eusèbe de Laurière, 
1659-1728 年）が正当に指摘したように、これは≪ la sauvegarde du bien 






























































































朝イングランド王のエドワード３世（Édouard III, 1312-1377 年）ではなく、ヴァ
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ロア朝のフィリップ・ド・ヴァロア（Philippe de Valois, 1293-1350 年）にフラ
ンス国王の王冠を与えるためにこの原則が認められた。その後、男子が女子
を貴族の相続から排除したのは、同じ親等の場合だけである。





























理由とした≪ Novelle≫ 118 条の例外であった。その代わり同父同母の兄弟・
姉妹は、異父母の兄弟・姉妹を廃除して、その間で動産や後得財産全体を分

























































































ヨン（Jeanne de Châtillon、1253-1292 年）は 1291 年に遺言で≪ Que mi 
executeurs pregnent le tiers ou le quint de mes heritage, selon les coutumes de terres, 
















































































iii）≪ écrire en privé≫（私的自筆）の遺言証書も可能で、封をして上記の７
人の証人に渡したもので、証人は中身を知ることはなかった。これが≪













すでに 12 世紀半ばに≪ notaires et tabellions≫（公証人）は相続人の指定を所




法地域の≪ exécuteurs testamentaires≫（遺言執行人）と違い、≪ mandataire
≫（代理人）にすぎなかった。この方法は普及せず、南部の多くの地方では、























なくとも 1735 年のダゲッソー（Henri François d'Aguesseau、1668-1751 年）の
有名なオルドナンスが成文法地域全体にローマの遺留分の遵守を命じるま
で、遺言者の権利は完全であったと言えよう。それでも上述のとおり、≪













す不平等を廃止したことである。1790 年３月 15 日に実現され、平民の財産









を設けようとしたとき、また法学者ル・プレ（Frédéric Le Play, 1806-1882 年）
とその学派が父に子の中の一人を優遇する権利を主張したとき、この平等精
（１） 　訳注：ミラボーの演説原稿を当時オータン司教のタレーラン（Charles-Maurice de 
Talleyrand-Périgord, 1754-1838年）が読み上げた。ミラボーは古法の相続の問題点として、
héritiers privilégiés, préciputs, majorats, substitutions､ fideicommis（特権的相続人、遺産先
取権、貴族世襲財産、補充指定、信託的継伝処分）を挙げ、「所有権は社会的産物」で
あるとし、遺言を家庭と社会に害悪を及ぼす封建遺制とし、遺言処分可能財産を遺産
の 十 分 の 一 に 限 る と 提 案 し た（ 本 文 は http://www.le-prince-de-talleyrand.fr/
lecturemirabeau.html を参照）。


















これは共和暦２年雪月 17 日（1794 年１月６日）のデクレが目指したことで、
これを≪ Code successoral de la Convention≫（国民公会相続法）と呼ぶ。≪
Propre≫の概念とともに≪ Paterna paternis, materna materinis≫（父のものは
父方に、母のものは母方に）という古い規則も消滅した。この消滅はこれを




（２） 　訳注：Loi du 13 février 1937 tendant à harmoniser le régime successoral des habitations à 





























Denis Tronchet， 1726-1806 年）、デュポン・ド・ヌムール（Pierre Samuel du 
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Pont de Nemours, 1739-1817 年）、ロベスピエール（Maximilien François Marie 



















（1800 年３月 25 日）の法で遺言の自由が甦った。この法律はほぼそのまま
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模な財産が増え、これに国家の財産の売却が貢献したことは明らかではある
が、それ以前にすでに分割は存在していた。テュルゴ（Anne Robert Jacques 
Turgot, 1727-1281 年）は「遺産分割は単一家族に十分な遺産を５、６人の子
で分けるものである。子とその家族はこの土地だけでは生活できない」と言っ






















































とは考えにくく、第 15 代応神天皇（380-394 年？）（４）以前、『日本書紀』に
先祖の祭祀承継の記述はない。ただしその後の天皇については『日本書紀』
にはいくつか記述がある。第 16 代仁徳天皇（395-427 年？）がまだ大雀命（大
鷦鷯尊）であったころ（５）「先祖と国の神の崇拝を行うにふさわしくない」と
あり、この表現は第 19 代允恭天皇（438-455 年）、第 23 代顕宗天皇（495-497













（４） 　原注：ここでは J. Reichauer and R.K. Early Japanese History（c. 40 B.C.-A.D.1167）第
２巻、1937 年、A124-125 頁が認める年代に従っている。
（５） 　原注：ただし『古事記』第 33 巻（Chamberlain訳第２巻 112、113 節）は菟道稚郎子
と大雀命の応神天皇の二人の皇子の争いを述べ、これを記していない。


























（７） 　原注：『東大寺金堂碑文』（群書類従版）1941 年、第 19 巻 111 頁。
（８） 　原注：『万葉集』第３巻 443．ローマ字版（英訳）東 185 頁。
（９） 　原注：『万葉集』第 19 巻 4164-53．上記 385 頁。ローマ字版（英訳）164 頁。
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〇　15 世紀と 16 世紀の家督相続
　15 世紀と 16 世紀は世間が混乱し、中央集権の封建体制が失われ、「家」（い
え）を相続する者はさらに法定の者ではなく、家を守ることのできる者になっ
た。この者が所領を継承し、家の名を相続することで、所領と結びつくよう









































































































































































































































































目』（1232 年）の第 22 条が定める財産相続から除外された法定相続人の遺留
分である五分の一に限られたということができる（11）。


















（12） 　原注：文書 286 頁。


























（13） 　原注：文書 289-290 頁。
（14） 　原注：同書 288-2890 頁。

























































































































































































































究員（1932-2017 年）である（Françoise Aubin､F. Joüon des Longrais-L'Est et 
l'Ouest. Institutions du Japon et de l'Occident comparées (Six études de sociologie 
juridique).. In: Cahiers de civilisation médiévale､5e année (n°19)､ Juillet-septembre 
1962. pp. 353-358）。オーバン研究員は「本書は初めて日本の私法史をヨーロッ
パの大衆に明らかにしたものである」と慶ぶとともに、著者の筆致がきわめ
て斬新と称えている。たとえば本抄訳では省略したが、第 1章のイギリスの
マナー、フランスのマノアールと日本の荘園の比較での個所で著者が三か国
の農民の日々の暮らしを生き生きと描いていると評価している。また「本書
は日本の法制史の枠を超え、各章の結論で著者は生活や歴史、地理的条件の
違いにかかわらず、人間の歴史に共通する過程を示している」と結んだ。評
者は中国史研究者なので、中国法についてはこのような研究書がないことも
惜しんでいる。
